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超少子社会に求められる子育て環境とは？ 学校統廃合を対応した“新しい子育て環境”創成私案 

 ６月は毎年、小学校の学校公開が行われる時期である。今年度も教員が勤務の合間を縫って園の卒業生

がいる小学校へ見学に伺っている。進学先の現状を知ることは、これからの子育て環境を園として考える

上でも大切だと考えている。既に見学を終えた教員からは様々な感想・報告が述べられる。全てをありの

ままに書くことは控えるが、素朴な反応として「クラスの人数が少ないことには驚いた」「クラスが１クラ

スしかない学年もあって、自分の頃の学校とは大違い」という声があった。 

 ところで、最近になって近隣の小学校で学校統廃合（足立区では「再配置」という言葉を使っているが、

ここでは分かりやすく「統廃合」と表記する）が持ち上がった。足立区では千住地域や鹿浜地域などで既

に行われているが、毎年卒業児が進学する地域では初である。学校統廃合は全国的な課題であり、ベッド

タウンである足立区も例外ではない。昭和 40～50年代の築 50年超の校舎が半数を超え、建て替えや長寿

命化改修が必要である一方、児童・生徒の数は昭和 54年度から比べて 57.8％減となっている。 

断っておくが、ここでは個別の学校統廃合の

是非について問いたい訳ではない。地域の住民

からすれば、自分の母校や我が子が育った小中

学校がなくなってしまうことは大変残念であ

り、その感情を否定するものではない。また、

学校が持つ地域コミュニティの核としての役

割や、防災拠点としての役割などがあることも

理解している。しかし、在学する児童・生徒の

学力向上が学校の本質的な価値なので、これに

的を絞った議論を今回はしたい。これから進学

を控える家庭にとっても、学年２クラスを下回

る小規模校の課題を正しく理解した上で選択

してもらいたいと考えるからだ。 

 

◆小規模校（学年が単学級の学校）の課題 

例えば、学年が１クラスしかない単学級環境を考えてみよう。生徒・児童からすれば、６年間同じ顔触

れで過ごすことになる。これはクラスメイトが唯一のかけがえのないメンバーになるかもしれないが、一

方で人間関係が固定化されやすい。また、同学年で競う相手クラスがいない。結果として、学習のマンネ

リ化や、何かいじめなど問題が生じた時には逃げ場がないことが想定される。多くの学校でクラス替えが

あるのは、そういった人間関係の再構築を狙っているからであり、これは本園の考え方とも共通している。 

次にクラス担任の立場で考えてみる。小規模校では、自分のクラスがその学年の唯一のクラスであるの

で、身近な比較対象が存在しない。これは、自分のクラス運営に対する客観性を確保しづらくなる（これ

は保育園が同じ環境で、開園当初はこの課題に苦慮した）。また、１名学年担当のため、同学年内での業務

分担ができず学年の運営が個人プレー化しやすい。当然、教員一人への負担も大きくなる。また、小規模

校では人員体制も余裕がなく、教師集団として学び合う機会も確保しづらいのが実情であろう。 

更に、学校単位で見てみると、少人数の児童・生徒では、「規模の経済」が享受できない。集団規模が小

さいため、体育や音楽での学習活動が制限されたり、経費単価も高くなりがちである。特に影響を受ける

のはクラブ活動で、子どもも教師も人数が少ないので、多様なメニューが用意できないのである。実際、

野球やサッカーの人数が集まらず部活ができない、マイナーな部活が廃止されるなどの影響が出ている。

自分のやりたいことを選択できる機会を失うことは、子どもにとって大きな問題であろう。 

 

◆少人数学級は解決策にあらず 

「では、少人数学級にして 2 クラスを維持すればよいではないか」という主張もあろうが、それで解決

するのは教員側の課題だけであり、子ども自身や学校単位での問題解決にはならない。そもそも、「少人数
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学級は学力向上に効果がある」という根拠はない。それどころか、少人数学級の普及により教員の「量」

が必要となり、教員の選別ができなくなることで教員の「質」が低下する、という負の相関が教育経済学

の分野から指摘されている。少人数学級の導入で教育の質が低下するのであれば、全くの本末転倒である。

これは別に私学経営者の妬みで言っている訳ではなく、公立の学校も一つの経営体であり、人材を含めて

限られた資源を効率的に活用する視点は、非常に重要である。 

 

◆旧来の発想ではなく“新しい子育て環境”の創成を目指すべし 

 話を本筋に戻そう。学校統廃合の是非を巡る論争は、旧来の“学校の発想”の域を出ていないのが問題

の本質である、と私は考えている。この 15 年で子育てを取り巻く環境は劇的に変化した。それに対して、

既存の学校環境は不十分な点が目につく。まず、共働き世帯が標準となり、①学童に入れない待機児童が

発生している。また、学童に入れたとしても子どもが過ごす環境として質を問う声が上がっている。現在、

学童は校内でスペースがなかったり、空き教室があっても管理上の理由で校舎内にスペースを確保できな

いケースが散見される。足立区は学校外に学童の設置場所を求めているが、本来であれば学内の方が環境

的にもメリットが大きい。次に②学校図書館の環境。蔵書の入れ替え、学校司書の配置、授業で活用しや

すい環境整備、学級文庫も含めた配架の工夫など、子どもの知的好奇心を刺激し、探究的な活動を十分に

展開できる空間設計が必要である。そして③学校プール。「国民皆泳」は我が国の教育の特長の一つであっ

たが、その建前はもはや瓦解している。僅か年数回入水できるか…の授業回数で泳げるようになれ、とい

う方が無理である。今や学校のプールは、ヤゴを採るための場所になっている。まとめると、現状の学校

環境は、子育て世帯のライフスタイルや気象の極端化に十分対応できていない面が目立っているのである。 

 これらを解決する“新しい子育て環境”の創成を提案する。具体的には、①保・幼・小の一貫教育校 ②

子育て支援施設（学童・子ども図書館・屋内温水プールなど）の併設 ③公設民営の運営体制 である。 

①の保・幼・小の一貫教育体制は、教育の連続性を確保する上で非常に効果的であることは、いずみの保

育園・幼稚園・才能育み教室の実践からも明らかであると確信する。また、②の子育て支援施設の併設は、

前述の学校の課題解決のみならず、現在の共働き世帯のニーズに対応した子育てコミュニティの創出にも

貢献できるものと考える。既存の建て替えだけでも建築費が高騰する中、そんなサービスの付加は難しい、

と考えるかもしれない。しかし、教育で最もかかるのは人件費である。加えて、室内温水プールなどの学

校設備は他校とも共同で利用することもできる。文教施設（図書館、公民館など）・社会福祉施設（学童、

児童館など）と複合化することは、全国的にも事例は豊富にある。費用負担については、民間資金とノウ

ハウを活用した PFI事業方式（＊２）を採ることも検討してよいと思う。更に、③の公設民営の運営体制

は、公立が教育の質や公平性を担保しながらも、私学の持つ独自のノウハウを活かせる可能性がある。 

先行事例も存在する。アメリカにはチャータースクールという公設民営の小中学校が存在する。公立で

ありながら民間団体が運営し、独自のカリキュラムに基づいた教育を行う学校であり、学区に関係なく通

うことができる。全米の公立学校のうち８％、ワシントン D.C.に限れば 45.3%がチャータースクールで、

近年その数を増やしている（＊３）。公立の安定性を保ちつつも、自由度の高い学校運営を可能とするチャ

ータースクールの仕組みは、一つの参考になるはずだ。この担い手として、一番相性が良いのは私立幼稚

園・保育園を運営する団体であると私は考える。それは、私立幼稚園・保育園は、長年にわたり教育研究

の自由度の高さを活かし、独自の教育を磨き続けてきた存在だからだ。既存の小学校は教科書による教育

内容の制限の中、いかに教科書を工夫して教えるかに止まってきた。石井式漢字教育がいかに革新的な教

育方法であっても、小学校で普及しなかったのがその最たる例である。一方、そのような“教育の常識”

から自由であった私立幼稚園は、先入観を排して独自の教育を追求することができた。他にも、基本的な

生活習慣の習得や、遊びと学びの統合、非認知能力の育成などを分野横断的に実践してきた歴史的な強み

がある。やや我田引水と思われたかもしれないが、足立区の統廃合後の跡地利用は、老人ホームやスーパ

ーの誘致が多いようである。それよりも学校統廃合を奇貨として、０歳から 12歳までの教育の連続性を大

切にした乳幼児・初等教育モデルを新たに構築することが、私には意義があると考えるが、如何だろうか。 

参照＊１ 足立区適正規模・適正配置のガイドライン（足立区役所） 

https://www.city.adachi.tokyo.jp/documents/73937/r7gaidorainnkannsei.pdf 

＊２ PFIを活用した公立学校施設の整備（文部科学省） 

   https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/zyosei/pfi.htm 

＊３ Public Charter School Enrollment（米国立教育統計センター）  

https://nces.ed.gov/programs/coe/indicator/cgb?utm_source=copilot.com 
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